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2026 年 6 月 4 日(木)～14 日(日)の期間中、株主の皆様からインターネットを通じて事前質問を

受け付けました。主なご質問について、下記のとおり回答します。（なお、同趣旨のご質問は、項目

ごとにまとめて記載しております。） 

当社ウェブサイト＜https://ir.mol.co.jp/ja/ir/stock/gms.html＞上の当日の動画配信と併せ

てご参照ください。 

Q1. PBR 1 倍超および ROE 向上に向けた経営施策について 

当社としても、PBR が低位にあることは重要な経営課題の一つと認識しています。海運事業は市況

変動の影響を受けやすく、業績の変動が大きいことから、収益の安定性・予見性が十分に伝わりに

くい点が、株式市場での評価に影響している可能性があると考えています。 

この課題に対応するため、グループ経営計画「BLUE ACTION 2035」における Phase 1 期間では、

安定収益の拡大に向けた投資を重点的に進め、収益構造の転換を推進してきました。 

また、株主還元については、総還元性向 40％の方針の範囲内で、累進配当の導入を通じて配当の

安定性・予見性を高めるとともに、市況の上振れ局面で得られた利益については、配当に加えて自

己株式取得等も機動的に実施し、資本効率の向上を通じて PBR の改善に取り組みます。

ROE については、2025 年度においては約 7％でしたが、2023～2025 年度の直近 3年間を含めた期

間平均において約 12％となっております。今後も中長期的な ROE 10％以上の達成を目指します。 

Q2. 株式分割の検討状況について 

株式分割は、個人投資家を含む投資家層の拡大や株式の流動性向上が期待できることから、当社と

しても重要な選択肢の一つと認識しています。 

株価が一定水準以上で推移することは一つの目安となり得ると考えており、株価が安定的に 6,000

円を超えて定着した場合は、株式分割の検討を進めます。 

なお、実施の有無や時期については、株価の推移のほか、市場環境等を踏まえ、企業価値向上と 

株主の皆様の利益に資する形となるかを総合的に検討の上、判断していきます。 

Q3. 中東情勢の当社業績への影響およびそれを踏まえた、中長期的な戦略について 

2026 年度業績予想発表時点（2026 年 4 月末）では、2026 年 7月にイラン情勢が概ね正常化する前提

で計画を策定しており、全社合計で経常利益約▲240 億円の影響額を見込んでいました。一部原油船

等、市況を享受する事業もあるものの、コンテナ船事業、自動車船事業、ケミカルタンカー事業等の

主要な航海ごとに運賃を収受する賃積（ちんづみ）事業を中心にマイナスの影響を受けることを想定

しています。今後の見通しは、地政学リスクや各船種の荷動き動向を踏まえて精査中のため、 

第 1四半期決算発表時に改めて公表する予定です。 

今般の中東地域における混乱が落ち着いた後、在庫積み直しや調達先多様化による輸送需要増加を

事業機会として捉えていきます。 
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Q4. 中東依存度の高い事業構造の評価および事業分散・コスト転嫁による収益安定化策について 

原油船、ケミカル船など一部事業は中東との関連が強いですが、当社全体として中東に偏った事業

構成とはなっておらず、他社と比べホルムズ海峡の混乱の影響を特に受けやすいとは認識していませ

ん。 

事業分散に関しては、経営計画で掲げる安定的な収益獲得と市況上昇時のアップサイド獲得の両立

のため、着実に取り組みます。 

また、サーチャージ（割増料金）については、事業によって燃料費がお客様負担のもの、一定の 

仕組みによって値上がり分が自動転嫁されるものが幅広く存在しますが、そうでないものについては、

必要に応じて適切な価格転嫁に努めます。 

Q5. 株主優待制度の当社の継続方針について 

当社の株主優待制度については、現在、「三井オーシャンクルーズ」クルーズご優待、 

「さんふらわあ」フェリーサービスご優待、当社オリジナルカタログギフトの 3 種を提供しています。 

一方で、株主優待を含めた株主様への利益還元のあり方については、配当政策とのバランスや市場

環境、株主平等原則、株主の皆様からのご意見等を総合的に踏まえ、継続的に検討いたします。 

Q6. 株主優待制度における、保有株数に応じた優待内容の拡充について 

現行の株主優待制度は、中長期保有の株主層の拡大を目的として一定の条件で一律の内容として 

おりますが、ご指摘の保有株式数に応じた還元のあり方については重要な論点と認識しています。 

配当政策とのバランスや市場環境、株主平等原則、株主の皆様からのご意見等を総合的に踏まえ、

継続的に検討いたします。 

Q7. 三井オーシャンクルーズのサービス品質および顧客満足度向上に向けた取り組みについて 

当社グループのクルーズブランドである三井オーシャンクルーズのサービスに関して、船室設備の

不具合やご指摘を受けた際の対応についてのご意見をいただいており、お客様のご期待にお応えでき

ていない部分があることに対して大変申し訳なく存じます。 

当社では、現場やアンケート等を通じていただくお客様からの貴重なご意見を基に、クルーズ体験

の向上に継続的に取り組んでおります。 

本ご意見についても真摯に受け止め、より良いサービスにつなげてまいります。 

MITSUI OCEAN FUJI および MITSUI OCEAN SAKURA に対する良い評判を少しずつ積み上げて、 

グループの利益に貢献できる事業へと育ててまいります。 

株主の皆様におかれましては引き続きのご支援をよろしくお願いいたします。 

Q8. 「さんふらわあフェリーサービス共通クーポン券」と関西～九州航路の周遊割引の併用可否につ

いて 

「さんふらわあフェリーサービス共通クーポン券」につきましては、関西～九州航路の周遊割引と

の併用も可能です。 

詳細は、商船三井さんふらわあ 関西～九州航路 予約センター（0120-56-3268）までお問い合わせ

ください。 
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Q9. テレビ番組スポンサーおよびスポット広告出稿に関する考え方について 

当社は、現時点においてテレビ番組のスポンサー契約およびスポット広告の出稿を行っていません。 

広告・広報活動の基本的な考え方として、当社はステークホルダーとの信頼関係構築の観点から、

媒体・内容・タイミングを総合的に判断しています。 

仮に将来テレビ媒体の活用を検討する場合においても、①媒体の社会的信頼性、②当社理念との 

整合性、③出稿目的および期待される効果を総合的に勘案して判断する方針です。 

Q10. 船舶の自動運航システムやフィジカル AI等、当社の中長期的な技術開発への取り組みについて 

船舶の自動運航システムに関し、当社は、船員の労働力不足や労務負担の軽減、ヒューマンエラー

に起因する海難事故の防止などを目指し、船上のデジタル化に関する様々なプロジェクトを進めてい

るほか、日本財団が推進する無人運航船プロジェクト「MEGURI2040」に参画するなど、自律運航船の 

実現に向けて業界の関係者とも連携しながら積極的に取り組んでいます。 

当社が有する海外拠点ネットワークおよび外部パートナーとの連携も視野に入れながら、 

技術動向の把握と実証機会の創出に向けた検討を進めています。現段階では、船上における巡回点検・

清掃等を対象としたロボティクス・自動化の応用可能性を見極めており、その先にあるフィジカル AI

の実装に向けた基盤づくりを進めています。 

将来的には安全性の向上および乗組員の負荷軽減に貢献し得る一方、技術成熟度や規制動向を慎重

に見定める必要がある領域でもあると捉えています。当社としては、これらを総合的に勘案しながら、

事業競争力の強化に資する領域から着実に取り組みます。 

Q11. 株主総会の議事録の公表について 

当社ウェブサイトでは、株主総会終了後、決議通知および事後配信動画を掲載する予定です。 

株主総会の議事録については、法令上開示の要件が規定されており、一般株主の皆様に一律に公表

する仕組みとはなっておらず、当社においても一律の公表は行っていません。 

 

 

 


